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第１章 ごみ焼却施設・リサイクル施設関係 
第１節 エコ・プラント姫の沢運転管理業務委託 
第１項 業務説明 
１．業務名 

エコ・プラント姫の沢運転管理業務委託 
２．契約期限 

令和１３年３月３１日 
３．準備期間 

契約締結日の翌日から令和８年３月３１日までとする。但し、この間業務委託料は 
発生しないものとする。 

４．委託期間 
令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで 

５．委託場所 
熱海市熱海字笹尻１８０４番地の８ 熱海市エコ・プラント姫の沢 
熱海市熱海字姫の尾１８０２番地の６ 小石ヶ沢受水槽 

６．施設名及び施設概要 
１）施設名  

熱海市エコ・プラント姫の沢 
２）施設概要 

（１）ごみ焼却施設 
炉形式        ：連続燃焼式焼却炉（平成１３年度から） 

１０２ｔ／２４ｈ×２炉 計２０４ｔ／日  
（都市ごみ：１８０ｔ／日、下水道汚泥２４ｔ／日） 

受入供給方式  ：ピット＆クレーン方式 
灰出し方式    ：ピット＆クレーン方式 
ガス処理方式  ：無触媒脱硝方式 

ろ過式集じん方式 
乾式消石灰・活性炭吹き込み 

余熱利用      ：場内給湯・暖房、白煙防止 
排水処理方式  ：生物処理・凝集沈殿ろ過方式（クローズドシステム） 
ダスト処理方式：薬剤処理方式 
通風方式      ：平衡通風方式 
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（２）リサイクル施設 
受入供給方式 ：ダンピングボックス投入方式 
破砕形式   ：２軸せん断破砕機 １１ｔ／５ｈ 

衝撃せん断回転式破砕機 １１ｔ／５ｈ 
（破砕・選別設備 １０ｔ／日） 

搬送方式     ：ベルトコンベヤ方式 
選別方式     ：（４種選別）鉄・アルミ・不燃物・可燃物 

（缶類選別設備 ９ｔ／日） 
再生方式     ：圧縮成型方式 
搬出方式     ：フォークリフト及び搬出トラック 

（３）付帯施設（小石ヶ沢受水槽） 
受水・送水設備  
受水槽       ：２４０ｔ 
送水ポンプ   ：水中モーターポンプ 
最大送水量   ：０．２５㎥／分×２台 

７．運転条件 
１）計画ごみ質（参考値） 
（１）組成 

 低質ごみ 基準ごみ 高質ごみ 
水分 （％） 72.2 61.9 46.8 
可燃分 （％） 22.8 32.5 47.3 
灰分 （％） 5.0 5.6 5.9 
低位発熱量（kcal/kg） 900 1,500 2,100 
見掛比重 0.20〜0.30 基準 0.25〜0.30 

（２）プラスチック類混入率 
合成樹脂、皮革、ゴム類について 16.9（％） 

８．公害防止基準 
１）大気 

項目 排出基準値 
ばいじん量 0.02g/㎥ N 以下（乾きガス基準） 
硫黄酸化物 30ppm 以下 
塩化水素 150ppm 以下 
窒素酸化物 120ppm 以下 
一酸化炭素 50ppm 以下 
水銀化合物 50μg/N ㎥ 

※排出濃度は酸素濃度１２％換算値 



3 
 

２）騒音 
時間帯 6〜8 時 8〜18 時 18〜22 時 22〜6 時 

騒音規制値（dB(A)） 50 55 50 45 
（敷地境界線における基準） 

３）振動 
時間帯 8〜20 時 20〜8 時 

振動規制値（dB） 65 55 
（敷地境界線における基準） 

４）悪臭 
 

敷地境界線における規制値 

アンモニア     2 ppm 
メチルメルカプタン 0.002 ppm 
硫化水素  0.02 ppm 
硫化メチル  0.01 ppm 
トリメチルアミン  0.02 ppm 
二硫化メチル 0.009 ppm 
アセトアルデヒド  0.05 ppm 
スチレン   0.4 ppm 
ノルマル酪酸 0.002 ppm 
イソ吉草酸 0.004 ppm 
ノルマル吉草酸 0.002 ppm 
プロピオン酸  0.07 ppm 
プロピオンアルデヒド  0.05 ppm 
ノルマルブチルアルデヒド 0.009 ppm 
イソブチルアルデヒド  0.02 ppm 
ノルマルバレルアルデヒド 0.009 ppm 
イソバレルアルデヒド  0.02 ppm 
イソブタノール   0.9 ppm 
酢酸エチル    3 ppm 
メチルイソブチルケトン    1 ppm 
トルエン   10 ppm 
キシレン    1 ppm 
臭気強度  2.5 ppm 

 

区分 
項目 
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５）ダイオキシン類 
項目 排出基準値 

大気排出基準 1ng-TEQ/㎥ N 未満 
ばいじん基準 3ng-TEQ/g 未満 
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第２項 一般事項 
（目的） 
第１条 本仕様書は、熱海市（以下「委託者」という。）と受託者との間で、「エコ・プラン

ト姫の沢運転管理業務委託」（以下「業務」という。) を適切に行うことを目的とする。 
 
（業務の範囲） 
第２条 業務の施設範囲は、廃棄物焼却施設（以下「ごみ焼却施設」という。） 及び廃棄物

再生利用施設 （以下「リサイクル施設」という。）とする。 
２ 業務の委託範囲は、本仕様書に掲げる設備の運転操作、監視、記録、日常的な保守点

検 整備、修繕及びその他これらに付随する一切の業務とする。 
 
（業務の履行） 
第３条 受託者は、業務の公共的使命、社会的重要性を十分に認識し、施設の運転管理を 

円滑に行うとともに、施設の機能を十分発揮できるよう契約書、仕様書、及びその他 
関係書類に基づき、業務を効率的、かつ、経済的に行うよう努めなければならない。 

 
（運転管理） 
第４条 受託者は、委託者が毎年度作成する熱海市一般廃棄物処理計画書に基づき、月焼却

予定表（指定書式ではない）を作成し、施設の運転を行わなければならない。 
２ 施設の運転管理にあたっては、公害防止関係法令及び公害防止基準（２〜４頁）を 

遵守しなければならない。 
 
（責任者等の選任） 
第５条 受託者は、業務を適正に履行する為に必要な業務従事者を配置し、業務従事者の  

中から、統括責任者、副統括責任者及び班長（以下「責任者等」という。）を選任しな
ければならない。 

２ 前項により選任された責任者等が、病気その他の事由により、長期にわたり職務を 
全うすることが困難な場合は、新たに当該責任者等を選任しなければならない。 

 
（統括責任者等の資格等及び職務） 
第６条 受託者は、別紙 1 に従い、業務従事者を配置しなければならない。 

２ 統括責任者及び副統括責任者の職務は次の各号のとおりとする。 
（１） 統括責任者は、施設に常駐し、委託者の指示に従い、現場統括者として業務に 

関する指揮監督及び一切の事項を処理する。 
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 （２） 統括責任者は、業務の公共的使命の重大性に鑑み、関係法令等を遵守し、また、 
 現場作業の安全及び秩序を保ち、事故、火災等の防止に努めなければならない。 

（３） 統括責任者は施設の異常又は故障を発見した場合は、速やかに適切な処置をとる
とともに、委託者に報告し、委託者の指示を受けなければならない。 

（４） 副統括責任者は、統括責任者を補佐し、統括責任者が事故又は不在の時にはその
職務を代理するものとする。 

３ 業務従事者は、業務施行時に業務に関係しない土地や建物、部屋へ必要な範囲を超え
て立ち入ってはならない。また、態度及び言葉遣いに十分注意し、市民・来場者等の誤
解を招く行為は慎まなければならない。 

 
（労務管理） 
第７条 受託者は、業務を実施するにあたり、次の各号に掲げる事項を遵守しなければなら

ない。 
（１） 業務従事者の勤務については、労働基準法、労働安全衛生法、労働者災害補償 

保険法、健康保険法、厚生年金保険法、雇用保険法等の労働関連法令を遵守しな
ければならない。 

（２） 業務従事者の業務にあっては、労働安全衛生関係法令及び廃棄物の処理及び清掃
に関する法律等に基づく作業主任者、取扱責任者等を適正に配置し、作業の安全
を第 一として、作業効率・作業能率の向上に努める。 

２ 受託者は、業務従事者の労務管理、人事管理上の一切の責任を負わなければならない。 
 
（教育・訓練等） 
第８条 受託者は、施設の適正な管理と安定した運転を維持するため、業務従事者に必要な

指導、教育、訓練等を行わなければならない。 
２ 受託者は、業務上特に危険な作業については、労働災害を防止するために万全な体制

を確立し、業務従事者に適正な指導、教育を行わなければならない。 
 
（災害時及び緊急事態発生時の対応） 
第９条 受託者は、地震、台風等の災害時及び爆発、火災などの緊急事態の発生に備え、 

業務従事者を非常招集できる体制を確立しなければならない。 
２ 受託者は、災害時及び緊急事態が発生した場合には、直ちに業務従事者を所定の場所

に配置して適切な措置を講ずるとともに、委託者に直ちに報告しなければならない。 
３ 受託者は、前項の対応措置の報告について、委託者に書面で速やかに提出しなければ

ならない。 
４ 受託者は第６項に定める事業継続計画（BCP）を作成し、日頃より従事者の訓練や、 

委託者との連携をとり、非常時に事業が安定して継続できるよう努めること。 
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（提出書類） 
第１０条 受託者は、別紙２に従い、書類を委託者に提出しなければならない。 

２ 受託者は、前項の提出書類の内容を変更しようとするときは、変更届出書等を速や 
かに、委託者に提出しなければならない。 

 
（秘密等の保持） 
第１１条 受託者は、業務履行上知り得た秘密等を漏らしてはならない。 
 
（関係法令等の遵守） 
第１２条 受託者は、業務の履行にあたり、関係法令等を遵守しなければならない。 
 
（検査の実施） 
第１３条 委託者は、受託者の業務の履行を確認するため、次の各号の検査を毎月実施する。 

（１） 書類検査（第２５条に規定する各種報告書等） 
（２） その他、委託者が必要と認めるもの。 

 
（業務委託費の改定） 
第１４条 物価変動に基づく業務委託費の改定については、別紙４のとおりとする。 
 
（協議） 
第１５条 仕様書等の解釈について疑義を生じたとき、又は仕様書等に定めがない事項に 

ついては、双方協議の下、定めるものとする。 
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第３項 業務要領 
（業務の内容） 
第１６条 勤務の内容は、次の各号のとおりとする。 

（１） 月焼却予定表の作成 
施設の月焼却予定表は、熱海市一般廃棄物処理計画書及び委託者が指示する 
工事等を加味し、作成しなければならない。 

（２） 次に掲げる設備の運転操作、保守、点検（日常、月例等）、整備、調整、修繕及
び、 測定記録等の実施 
① ごみ焼却施設 

ｱ 燃焼設備 
 ｲ 燃焼ガス処理設備 
 ｳ 余熱利用設備 
 ｴ 通風設備 
 ｵ 灰出し設備 
 ｶ 計装設備 
 ｷ その他設備 

② リサイクル施設 
ｱ 破砕設備 

              ｲ 搬送設備 
 ｳ 選別設備 
 ｴ 再生設備（ペットボトル梱包器は除く） 
 ｵ 貯留・搬出設備 
 ｶ 集じん・脱臭設備 
 ｷ その他設備 

③ 共通設備 
ｱ 受入・供給設備  
ｲ 給排水設備（受水設備も含む）  
ｳ 排水処理施設  
ｴ 配管設備  
ｵ 雑設備  
ｶ 電気設備  
ｷ その他設備 

④ 計量棟 
ｱ 計量設備（計量システム、トラックスケール等）  
ｲ 料金徴収設備 
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（３） 施設管理 
① 防火管理者を選任し、火気の始末を徹底して、火災の防止に努めなければな

らない。 
② 施設の機器、備品、工具等の紛失及び無断侵入者がないよう努めなければな

らない。 
③ 照明の点灯は、節電に努めなければならない。 
④ 門扉及び玄関の開錠は午前７時とし、施錠は午後６時とする。 

（４） 施設の清掃  
装置、設備、工場棟各室内、及び受託者が使用する部屋等の清掃 

（５） 薬剤類、消耗品類、貸与物件等の管理 
① 業務に関する薬剤類、消耗品類、部品、材料、油脂類の管理・在庫確認・ 

受入立会 
② 物品等の整理整頓 
③ 運転日誌など帳票類の整理整頓 
④ 貸与物件の管理 

 
（運転管理業務内容等） 
第１７条 一般的な保守点検作業内容については、次の各号のとおりとする。 

（１） 安全衛生 
受託者は、業務に関する運転及び点検整備は、労働安全衛生法等の関係諸法令
に基づき業務従事者の安全と健康を確保するよう努めるとともに、特に次の 
作業については、十分安全に留意しなければならない。なお、炉内等の作業環
境測定は委託者の責において実施する。 
① 酸素欠乏及び有害ガス発生場所における作業 
② 薬剤等の取扱作業  
③ 高所作業  
④ 電気作業  
⑤ 高温、高圧作業  
⑥ 粉じん等の発生場所における作業  
⑦ ダイオキシン類暴露作業  
⑧ 回転機器の取扱い作業 

２ 受託者が行う業務に関する機器及び装置に共通する作業内容は、次の各号のとおり
とする。 

（１） 運転管理業務 
① ごみ焼却施設運転管理業務 

機械設備取扱説明書等に従い、次のとおり施設の運転管理、保守点検等を 
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行うものとする。 
ｱ 中央制御室にある監視盤、データ処理の操作、監視、警報に対する処理、 

連絡、記録の管理  
ｲ 各種機器の運転操作及び監視  
ｳ 各種機器の作動状況、機能の点検調査  
ｴ 各種計測器類の点検  
ｵ 各種機器の整備、防災、保安管理  
ｶ 消耗品、薬品、予備品の出入庫管理  
ｷ 工場棟内外の整理整頓、日常の定期清掃  
ｸ 焼却灰等の積込作業  
ｹ 受変電設備以外の電気設備の保守管理(二次側以降)  
ｺ その他運転管理に必要な業務 

② リサイクル施設運転管理業務 
機械設備取扱説明書等に従い、次のとおり施設の運転管理、保守点検等を行
うものとする。 
ｱ 中央制御室にある監視盤、データ処理の操作、監視、警報に対する処理、 

連絡記録の管理  
ｲ 各種機器の運転操作及び監視  
ｳ 各種機器の作動状況、機能の点検調査 

 ｴ 各種計測器類の点検  
ｵ 各種機器の整備、防災、保安管理  
ｶ 消耗品、薬品、予備品の出入庫管理  
ｷ 工場棟内外の整理整頓、日常の定期清掃  
ｸ 受変電設備以外の電気設備の保守管理(二次側以降)  
ｹ その他運転管理に必要な業務 

③ 共通設備業務 
ｱ プラットホームの車輌管制及び搬入管理  
ｲ 計量管理  
ｳ ごみ処理手数料の徴収  
ｴ 破砕残渣等の運搬作業  
ｵ プラント用水ポンプ場の保守点検  
（熱海市熱海字姫の尾１８０２番地の６ 小石ヶ沢受水槽）  

ｶ 上水道設備の本メータ―及び子メーター（エコ・プラント姫の沢分、火葬 
場分）の積算数量確認（４月〜２月は１日付、３月のみ末日に確認） 

（２） 燃料・オイル、薬品等の消耗が著しく変動した場合又は、設備等の処理状況が
悪化した場合の、原因調査及び委託者への報告。 
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（３） その他委託者が必要と認める業務。 
 

（運転計画等） 
第１８条 受託者は、別紙３で定める月焼却予定表、月勤務予定表、点検作業予定表等を  

速やかに作成し、委託者の指定した期日までに提出しなければならない。 
（運転操作） 
第１９条 受託者は、業務について、月焼却予定表及び委託者が貸与する保安規定、竣工図、

単体機器検査成績表並びに機器設備・電気設備・計装制御・データ処理設備取扱説明
書に基づき、適正にその業務を履行しなければならない。 

２ 受託者は、委託者の実施する工事等に伴い、運転の計画及び方法の変更が必要な 
場合には、双方協議の下、変更するものとする。 

 
（保守点検） 
第２０条 受託者は、常に施設の保守管理に注意を払い、保守点検作業は、第１７条の規定

に基づき、実施しなければならない。 
２ 受託者は、予備の機材、部品等の整理整頓に心掛け、適正に保管・管理を行い、 

貸与された用具類、工具類及び機器等を紛失した場合、受託者が責任をもって補充
しなければならない。 

 
（保全の職務） 
第２１条 統括責任者は、委託者が作成する年間整備計画書のためのデータを整理しなけれ

ばならない。 
２ 統括責任者は、委託者が行う施設の定期点検等の工程及び内容を把握した上で、 

当該定期点検等に立会うとともに、点検報告会に出席しなければならない。 
３ ごみ焼却施設の当直者と日勤者は、引継ぎを行い、運転状況について把握するとと

もに、不具合事項についての調査、修繕等の対応をしなければならない。 
４ 受託者は、委託者が作成する年間整備計画に含まれない機器整備について、突発的

な状況変化を見極め、整備の必要性の判断を行わなければならない。 
５ 受託者は、突発的に発生する故障で、委託者の指示する事項については、部品交換

及び軽易な修繕を実施しなければならない。なお、必要に応じて運転の応援を求め
る等をして修理しなければならない。 

 
（修繕等） 
第２２条 受託者は、保守点検作業時に発見した不良箇所や故障発生箇所を備付工具、補修

原材料等を用い、委託者の承諾を得て修繕しなければならない。ただし、緊急を要す
る場合は、速やかに適切な措置を講じるとともに、直ちにその状況を委託者に報告 
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し、委託者の指示を受けなければならない。 
 

２ 受託者は、業務の履行上、受託者の故意又は過失に起因して、施設、設備等に故障、
破損、事故等が発生した場合、直ちにその状況を委託者に報告するとともに、すべ
て受託者の費任において処理しなければならない。 

 
（計量・受入） 
第２３条 受託者は、常に搬入物に注意を払い、計量業務・受入業務は、第１７条の規定に

基づき、実施しなければならない。ただし、汚泥受入に関しては特に、有毒ガス等細
心の注意を払い、その際には測定記録を取ること。 

２ 受託者は、予備の機材、部品等の整理整頓に心掛け、適正に保管・管理を行い、 
貸与された用具類、機器等を紛失した場合は、受託者の責任において補充しなけれ
ばならない。 

 
（料金徴収） 
第２４条 受託者は、熱海市手数料徴収条例別表第２中の１の「（２）指定袋によらない可燃

性のごみ」、「（５）犬、猫等の動物の死体」及び「（６）粗大ごみ」に定められている
手数料（以下「ごみ処理手数料」とする。）を重量及び数量に応じて徴収すること。 

２ 受託者は、（２）の可燃ごみについては計量機で計測された重量に応じて料金を徴収
し、（５）及び（６）については品目及び数量に応じて料金を徴収すること。ただし、
（２）に該当するものであっても、後納専用カードを所有している事業者について
は、別途請求するため、その限りではない。 

３ 受託者は、自ら必要な釣銭資金を保有し、運用すること。 
４ 受託者は、毎日計量業務終了後に、計量データと現金を突合させ、２人以上で確認

を行うこと。 
５ 受託者は、毎日計量業務終了後に、計量データから、「（２）指定袋によらない可燃

性のごみ」の可燃ごみ処理手数料と「（５）犬、猫等の動物の死体及び（６）粗大ご
み」の粗大ごみ処理手数料とを分けて集計すること。 

６ 受託者は、原則、毎日徴収した手数料を委託者の指示する方法で納めること。 
７ 受託者は、計量データと現金に差異が生じた場合、委託者へ直ちに報告するととも

に、 受託者の責任にて差額を補填すること。 
８ 受託者は、当該月のごみ処理手数料後納業者データを計量システムから抜き出し、

委託者へ提出すること。 
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（報告等） 
第２５条 受託者は、別紙３で定める日報、月報、各種報告書等を作成し、指定された期日

までに委託者に提出しなければならない。 
 
（引継業務） 
第２６条 受託者は、委託者の指示により、委託者又は、委託者の指定する会社に業務を 

引き継がなければならない。 
２ 引継期間は、委託者の指示により決定する。 
３ 受託者が、禁止行為等により契約を解除されたときは、委託者が指定する期日まで、

受託者が所有する機器及びシステム等を委託者又は、委託者の指定する会社に無償
で貸出しするものとする。 
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第４項 勤務体制 
（運転時間等） 
第２７条 施設の運転時間は次の各号のとおりとする。 

（１） ごみ焼却施設 運転は原則として 1 ヶ月間、24 時間 1 炉運転とする。但し 
12 月以外は 5 日間程度月末休炉とする。 

（２） リサイクル施設 運転は原則として月曜日から金曜日の午前 8 時 10 分から 
午後 4 時 55 分までとする。 

（３） 受入・計量及び料金徴収 原則として、毎日午前 8 時 30 分から午後 4 時まで
とする。 

２ 前項各号に掲げるものについて、委託者が必要と認めるときは、その限りではない。 
３ 年末年始については、委託者の指示に従うものとする。 
４ 受託者の日勤者及び交替勤務者の勤務時間は、双方協議の上決定するものとする。 
５ 同条第１項に掲げる施設の内、（１）、（２）については受託者の裁量で、衛生的、効

率的かつ経済的な運転を行える場合は、委託者の同意を得て運転時間等を変更して
もよい。 

 
（業務従事者の変更） 
第２８条 受託者は、業務従事者の変更が生じた場合、速やかに変更届出書に有資格者証の

写しを添えて委託者に提出しなければならない。 
２ 受託者は、業務従事者を変更するときは、十分な実務引継ぎ期間をもって交替しな

ければならない。 
 
（業務従事者の服装） 
第２９条 業務従事者は、安全、かつ、清潔な統一した服装を着用し、名札等により業務従

事者であることを明らかにしなければならない。 
２ 業務従事者は、作業上義務付けられた安全用具を使用又は、着用しなければならな

い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



15 
 

第５項 管理費用範囲 
（支給・貸与物件等） 
第３０条 受託者が業務履行のため必要とする物件等で、委託者が支給及び貸与する物件 

等は、次の各号のとおりとする。 
（１） 支給物件  

① 電気、水道、ガス（給湯用） 
 ② 施設予備品、補修原材料 

（２） 貸与物件  
① 構内電話設備・拡声設備  
② 保守点検用具備付工具、工作用機器  
③ 完成図書(保安規定、竣工図、単体機器検査成績表並びに機器設備・電気設備・  

計装制御・データ処理設備取扱説明書など竣工図書類) 
 ④ その他、委託者が必要と認めたもの  

（３） 施設等の使用 運転管理に必要な各室、事務室、詰所、更衣室等  
２ 受託者は、貸与された物件等のリストを作成し、委託者に提出しなければならない。  
３ 委託者は、支給物件の使用状況について、必要に応じて受託者に報告を求めること

ができる。 
４ 受託者は、これらの物件等を適正に管理、使用するとともに、効率的、かつ、経済

的に使用しなければならない。 
５ 受託者の故意又は過失に起因して、これらの物件等の紛失、損傷等があった場合は、

受託者の責任において物件等を補充し、または原状復旧しなければならない。 
 
（受託者の負担費用等） 
第３１条 受託者は、次の費用、物件を負担するものとする。 

（１） 業務従事者の給料、手当、福利厚生費等の人件費  
（２） 業務従事者に支給する作業服、作業靴、ヘルメット、粉じん対策用化学防護服、

防じん防毒マスク、各種安全用具及び生活用具等の物件費  
（３） 業務に必要な外線電話の設備及び維持費  
（４） 業務に必要な事務用消耗品、通信運搬費、什器、事務用備品等  
（５） 委託者が支給又は、貸与する物件以外のその他業務に必要な費用 
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第６項 事業継続計画（BCP）の変更及び改定 
（事業継続計画（BCP）の変更及び改定） 
第３２条 受託者は、当該委託範囲における事業継続計画（以下「BCP」という。）に記載さ

れている内容に変更が生じた場合、速やかに変更を行い、委託者に提出、承認を得る
こと。また、BCP に記載されている内容について逐一改定が必要になった場合、速
やかに改定を行い、同じく委託者に提出、承認を得ること。 
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第２章 ごみ焼却施設関係点検業務 
第１節 ごみ・灰クレーン保守点検業務 

１．保守点検対象機器 
１）機器名称及び数量  

（１） ごみクレーン                        ２基  
（２） 灰クレーン                          １基  
（３） 自動制御盤、操作盤その他付属設備    １式  

 
    ２）機器仕様  

（１）ごみクレーン  
①メ ー カ ー             極東サービス㈱  
②型  式             クラブバケット付天井走行クレーン 

 ③数  量             ２基 
 ④吊 上 荷 重             ３．９ｔ（以下１基当たり） 
 ⑤定 格 荷 重             ２．０ｔ 
⑥ﾊ ﾞ ｹ ｯ ﾄ 形 式             フォーク型（油圧開閉式） 

 ⑦ﾊﾞｹｯﾄつかみ量             ４．０㎥（切取容量） 
 ⑧径  間             １７．０ｍ  
⑨揚  程             １６．９ｍ  
⑩横 行 距 離             １３．７５ｍ 

 ⑪走 行 距 離             １８．８ｍ  
⑫所 要 電 動 機             下記電動機仕様のとおり 

 
電動機仕様 

動作 
速度 電動機 

ブレーキ 速度制限 
m/min KW-P 定格 

巻上 50 
45-8  
(IE3) 

S1 電磁ﾃﾞｨｽｸﾌﾞﾚｰｷ ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御 

開閉 
開  6.0sec 
閉 10.0sec 

7.5-4  
(IE3) S1 

  

横行 40 
2.2-4 

 (IE3) 
S1 電磁ﾃﾞｨｽｸﾌﾞﾚｰｷ ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御 

走行 30 2.24-4*2 S1 電磁ﾃﾞｨｽｸﾌﾞﾚｰｷ ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御 
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⑬稼  働  率             ３１％以下（基準ごみ質時） 

 ⑭仕 様 電 源             ４００V（公称電圧） 
 ⑮操 作 方 法             全自動、半自動運転、手動運転  

（ただし、１台運転とする）  
⑯給 電 方 式             キャブタイヤケーブル給電方式  
⑰投入量計量装置             形 式 ロードセル式  

表 示 デジタル式  
⑱主 要 機 器             クレーン本体                    ２基  

バケット                        ２基  
走行レール                      １式  
遠隔及び手動・半自動制御装置    １式  
計量装置                        １式  
定位置表示装置（ﾎｯﾊﾟｰｾﾝﾀｰ表示） １式  
安全装置                        １式  
照明装置                        １式  
警報装置                        １式  

（２）灰クレーン 
①メ ー カ ー             極東サービス㈱  
②型  式             クラブバケット付天井走行クレーン  
③数  量             １基  
④吊 上 荷 重             ２．５ｔ  
⑤定 格 荷 重             １．０ｔ  
⑥ﾊ ﾞ ｹ ｯ ﾄ 形 式              クラムシェル型（油圧開閉式）  
⑦ﾊﾞｹｯﾄつかみ量             １．０㎥（切取容量）  
⑧径  間             ３．１ｍ  
⑨揚  程             １４．９ｍ  
⑩横 行 距 離             ０．９５ｍ  
⑪走 行 距 離             １２．６５ｍ  
⑫所 要 電 動 機             下記電動機仕様のとおり 

電動機仕様 

動作 
速度 電動機 

ブレーキ 速度制限 
m/min KW-P %ED 

巻上 30 18.5-6 60 電磁ﾃﾞｨｽｸﾌﾞﾚｰｷ 二次抵抗制御 

開閉 
開 7.5sec 
閉 9.0sec 

7.5-4 
(IE3) 

連続 
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横行 10 0.4-4*2 0.4-4*2 電磁ﾃﾞｨｽｸﾌﾞﾚｰｷ ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御 

走行 30 
0.75-4*2 

(IE3) 
連続 電磁ﾃﾞｨｽｸﾌﾞﾚｰｷ ｲﾝﾊﾞｰﾀ制御 

 
２．保守点検 

保守管理のための定期検査は労働安全衛生法によるクレーン等安全規則に基づき下記
の通り行うこと。 

１）月例点検 
  クレーン等安全規則第３５条に準じて月１回行うこと。ただし、同規則第３４条 

関係の点検を行った月で同規則第３５条関係と同様な点検を行った場合にはそ
の月の分は除外すること。 

２）年次点検 
クレーン等安全規則第３４条に準じて年１回行うこと。 

３）その他委託者が保守管理上必要と認め指示する点検、手入れを実施すること。 
 
３．点検報告 

 月例点検、年次点検作業後、委託者の承諾を受けた点検結果表に基づき点検報告書を 
速やかに提出すること。（部数１部） 

 
４．点検時期 

委託者の指示により点検を実施する。 
 
５．遵守事項 

１）主任者選任  
（１）主任者を定め作業の指揮監督にあたらせること。  
（２）受託者は主任者を選任したときは受託者の書式により委託者へ届け出ること。 

２）安全確保 
作業の実施にあたっては受託者が事故防止に十分注意し、事故が発生した場合は
一切の責任を負うこと。 

３）作業時の服装 
作業服は常に清潔な制服を着用し、胸部に名札をつけること。 

 
６．作業等の注意事項 

１）作業の実施にあたり、必ず委託者の指示を受けること。 
２）作業の実施にあたり、受託者が備品・器具等を破損しまたは破損個所を発見した

場合は直ちに委託者に報告し、指示を受けること。 
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３）盗難及び火災の発生に注意し作業が終了したときは、戸締り及び火気処理を確認
すること。作業員は品位を保ち職員等に対して、不快感を与えるような言動をし
ないこと。 

４）一般財団法人日本クレーン協会による法定検査（1 回/2 年）については委託者
が別途発注すること。 

 
７．諸材料その他 

１）業務に伴い必要となる光熱水費は、委託者が負担すること。 
２）業務上必要となる諸材料については、受託者が負担すること。 
３）業務により発生した塵芥等の搬出処理は、委託者の指定する場所にて受託者が 

行うこと。 
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第２節 焼却炉内清掃点検業務 
１．業務対象機器（１,２号炉共） 

１）焼 却 炉 内        1 基  
２）ガス冷却塔内        1 基  
３）灰 押 出 機 内        1 基  

 
２．清掃点検業務 

１）２基に対して年８回／年清掃点検を行うこととする。 
２）年間清掃・点検予定表を作成し、委託者へ提出すること。 
３）清掃業務 

（１）焼却炉内の火格子・炉壁・燃焼完結装置の灰出し・クリンカの除去及び不燃 
物の除去・清掃。火格子溶着物の除去。 

（２）ガス冷却塔のホッパー部（GAH のホッパー部も含む。）のクリンカ及び堆積 
物の除去・清掃。 

（３）灰押出機内（裏部も含む。）の水抜き、不燃物の除去・清掃。 
（４）（１）、（２）においては足場を有さず、手の届く範囲を清掃範囲とする。 
（５）排出された灰・クリンカ・不燃物（金属類等）は分別をし、委託者の指定す

る場所へ排出・保管をすること。 
（６）（１）においてクリンカの除去を行うことで、炉壁のレンガ及び耐火物に 

著しい剥離が想定される場合は、最小限の除去を行うこととする。 
（７）その他必要な業務。 

４）点検業務 
（１）焼却炉内の火格子・炉壁・燃焼完結装置及び炉内上部の剥離や劣化状況の 

点検、火格子稼働による作動試験。 
（２）ガス冷却塔のホッパー部（GAH のホッパー部も含む。）及び上部の剥離や 

劣化状況の点検。 
（３）灰押出機内（裏側も含む）の腐食状況及び機器の破損・劣化状況の点検、 

灰押出機稼働による作動試験。 
 

３．清掃点検報告 
１）受託者は、各機器・設備の状況が分かるようまとめた報告書を作成し、速やかに

提出すること。 
２）１）の報告書には、補修が必要な個所をまとめること。 

 
４．安全衛生 

受託者は、業務に関する運転及び点検整備は、労働安全衛生法、ダイオキシン類 
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対策特別措置法及び、ダイオキシン類対策特別措置法施行令等の関係諸法令に基づ
き業務従事者の安全と健康を確保するよう努めるとともに、特に次の作業について
は、十分安全に留意しなければならない。 

１）酸素欠乏及び有害ガス発生場所における作業  
２）高所作業  
３）高温、高圧作業  
４）粉じん等の発生場所における作業  
５）ダイオキシン類ばく露作業  
６）回転機器の取扱い作業 

 
５．業務主任者及び業務従事者 

受託者は、業務を適正に履行するために必要な業務従事者を配置し、作業従事者の
中から業務主任者を選任しなければならない。 

 
１）必要資格者  

（１）業務主任者  
①ごみ処理施設技術管理士  
②ダイオキシン類ばく露防止特別教育受講者 

（２）業務従事者  
①ダイオキシン類ばく露防止特別教育受講者 

２）経験年数等（業務主任者のみ）  
（１）当該施設の専門技術及び実務知識を有し、ごみ処理施設全般に精通している者。  
（２）委託者と密接な連絡を取り業務を円滑に処理できる者。 
（３）ごみ処理施設の運転管理又は、工事の現場代理人としての経験年数が５年以

上の経験を有する者。 
 

６．遵守事項 
１）業務主任者選任  

（１）業務主任者を定め作業の指揮監督にあたらせること。 
（２）受託者は業務主任者を選任した時は受託者の書式により委託者へ届け出ること。 

２）業務従事者 
ダイオキシン類ばく露防止特別教育受講者を選任・配置し、作業従事者名簿を 
提出すること。 

３）安全確保  
作業実施にあたっては受託者が事故防止に十分注意し、事故が発生した場合は 
一切の責任を負うこと。 
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４）作業時の服装 
作業服は常に清潔な服を着用し、胸部に名札をつけること。 
 

７．作業等の注意事項 
  １）作業の実施にあたり、必ず委託者の指示を受けること。 

２）作業の実施にあたり、受託者が備品・器具等を破損し又は破損個所を発見した 
場合は直ちに委託者に報告し、指示を受けること。 

３）盗難及び火災の発生に注意し、作業が終了した時は、戸締り及び火気処理を確認 
すること。作業員は品位を保ち職員等に対して、不快感を与えるような言動をし
ないこと。 

 
８．諸材料その他 

１）保守点検業務に伴い必要となる光熱水費は、委託者が負担すること。 
２）業務上必要となる諸材料については、受託者が負担すること。 
３）保守点検業務により発生した塵芥等の搬出処理は、委託者の指定する場所にて 

受託者が行うこと。 
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第３章 電気計装設備点検業務 
第１節 電気設備保安管理点検業務 
１．施設概要  

１）契 約 電 力     ６０００V  １２００ｋＷ 
２）非常用発電機     ４２０V    １２０ｋＷ 

 
２．保守点検対象機器   

１）変圧器容量及び台数  
（１）１号炉共通動力（７５０ｋＶＡ）         １台  
（２）２号炉共通動力（７５０ｋＶＡ）         １台  
（３）建築動力（５００ｋＶＡ）               １台  
（４）照明（１５０ｋＶＡ）                   １台  
（５）リサイクルプラザ動力（５００ｋＶＡ）   １台  

２）盤面  
（１）高圧受電盤  
（２）１号炉動力変圧器一次盤  
（３）２号炉動力変圧器一次盤  
（４）建築動力変圧器一次盤  
（５）照明変圧器一次盤  
（６）リサイクル動力変圧器一次盤  
（７）進相コンデンサ盤（４面）  
（８）非常電源盤  
（９）１号炉共通動力変圧器盤・主幹盤  

（１０）２号炉共通動力変圧器盤・主幹盤  
（１１）建築動力変圧器・主幹盤  
（１２）照明変圧器・主幹盤 
（１３）リサイクルプラザ動力変圧器盤 
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３．業務内容 
１）電気事業法（以下「法」という。）第２条に定義されている電気工作物について 

当施設で該当する自家用電気工作物（法第３８条、法施行規則（以下「規則」と 
いう。）第４８条）の月次点検、年次点検及び保安業務（自家用電気工作物に係 
る工事の立会い、その他助言や緊急時の対応等を含む。）を行うこと。 

２）法第４２条で定められている保安規定を制定し、委託者に届出し、それを遵守 
すること。 

３）本契約により法第４３条における業務主任技術者の選任及び届出を行うこと。 
４）規則第５２条第２項に定められているとおり、本契約により保安管理業務を外部

委託とする際は、「保安管理業務外部委託承認申請書」を国へ提出し、承認を得
ること。 

５）年次点検においては下記のとおり行うこと。 
（１）高圧盤 

①盤全体  
・据付状態の確認  
・異音、異臭、異物、汚損の有無  
・各部の清掃  
・塗装の剥離、錆の発生状態  
・換気扇、換気口（フィルターの状態） 

②表面取付器具  
・表面取付器具の状態と破損の有無  
・操作ハンドル、ボタンスイッチのせり、端子の緩みの有無  
・計器内部の塵埃、水滴の有無  
・各端子部の緩みの有無 

③盤内 
 ・導体の変色、変形、発錆の有無  
・計器用変成器の変色、変形の有無  
・電磁接触器、配線用遮断器の異常の有無  
・配線の損傷、結束の状況  
・各端子部の緩みの有無 

（２）低圧盤（建築付帯電器設備も含む）  
・（１）高圧盤と同じ 

（３）高圧機器  
① 断路器  

ｱ 機器 7.2kV,400A（手動）*1 台  
ｲ 点検内容 
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・フックのかかり、せりの有無  
・接触部の状態、アクションの有無  
・碍子の破損、亀裂の有無  
・各部緩みの有無  
・清掃 
ｳ 測定装置  
・絶縁抵抗測定  
ｴ 操作装置  
・各部緩みの有無  
・操作装置の動作状態 

② 遮断器 
ｱ 機器 型式:VJ-1 定格:7.2kV,600A,12.5kA*6 台 
ｲ 点検内容 
・手動投入、手動引き外し動作確認  
・引き外し自動動作確認  
・開閉表示器、カウンター、インターロック、シャッター動作確認  
・各部全般の清掃 
ｳ 測定試験（※1）  
・絶縁抵抗測定  
・耐電圧試験（真空チェック）  
・最低動作電圧測定 
ｴ 分解精密点検（※1） 

③ 計器用変圧器  
ｱ 機器定格 電気室 6600/110V,200VA 1 セル 
ｲ 点検内容 
・絶縁物の汚損、変色亀裂の有無  
・錆の有無  
・碍子の破損、亀裂の有無  
・各部緩みの有無  
・導電部変色の有無  
・清掃 
ｳ 測定試験  
・絶縁抵抗値測定 

④ コンデンサ・リアクトル  
ｱ 機器定格 200Kvar,6600V*4 台  

17.4Kvar,6600V*4 台  
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ｲ 点検内容  
・各部締付ボルト類の締付状態  
・異音、過熱の有無  
・本体外観の発錆、塗装の剥離、損傷の有無  
・コンデンサーケースの異常な膨張の有無  
・リアクトルコイル表面の変色、損傷の有無  
・接地線の緩みの有無 ・清掃 
ｳ 測定試験  
・絶縁抵抗測定 

⑤ 変圧器 
ｱ 機器定格   500kVA,3φ,6600/210V*2 台  

1500kVA,1φ,6600/210-105V*1 台  
750kVA,3φ,6600/420V*2 台 

ｲ 点検内容  
・絶縁物の変色、破損の有無  
・コイルの放電痕跡の有無  
・各部締付ボルト類の締付状態  
・異音、異臭の有無 ・各部の清掃 

 ｳ 測定試験  
・絶縁抵抗測定 

⑥ 高圧真空電磁接触器 
ｱ 機器 型式:VSN 定格 6.6kV,200A,4kA*4 台  
ｲ 点検内容  
・手動投入、手動引き外し動作確認  
・開閉表示、カウンター、インターロック、シャッター動作確認  
・各部全般の清掃  
ｳ 測定試験（※2）  
・絶縁抵抗測定  
・耐電圧試験（真空チェック） 
・最低動作電圧測定  
ｴ 分解精密点検（※2） 

（４） 保護連動試験 
① 名称及び機器番号  

ｱ 地絡方向継電器（67R） 
ｲ 過電流継電器（51R） 
ｳ 不足電圧継電器（27R） 
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② 測定試験（整定タップ値において）  
ｱ 地絡方向継電器  
・最小動作電流  
・130%電圧、電流における時間特性  
・位相特性  
ｲ 過電流継電器  
・最小動作電流  
・200、300、500%電流における時間特性  
ｳ 不足電圧継電器  
・最小動作電圧  
・70、50、0%電圧における時間特性 

（５） 保護連動試験  
① 試験内容  

下記項目について保護運動、インターロック及び、警報表示を確認する 
ｱ 地絡  
ｲ 過電流  
ｳ 不足電圧  
ｴ 過電圧  
ｵ その他、配電盤故障表示器 

（６） 高低圧回路絶縁抵抗測定  
① 測定試験  

下記項目につき各対地間に対して測定する  
ｱ 各高圧回路  
ｲ 高圧機器  
ｳ 各低圧回路  
ｴ 低圧機器 

（７） 接地抵抗測定  
① 測定試験  

ｱ A 種接地（旧：第 1 種接地）  
ｲ B 種接地（旧：第 2 種接地）  
ｳ C 種接地（旧：特別第 3 種接地）  
ｴ D 種接地（旧：第 3 種接地） 

（８） 補足  
※1・・・令和 9 年度、令和 11 年度（奇数年）の実施とする 
※2・・・令和 8 年度、令和 10 年度、令和 12 年度（偶数年）の実施とする 
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４．緊急時の対応  
委託者から対象設備について故障等の緊急事態が発生した旨の通報を受けた場合
には、速やかに、対象設備の状況を確認するとともに事態に応じた適切な処置及び
助言を与えるものとする。 

 
５．安全確保  

受託者は、作業の実施にあたっては、受託者が事故防止に十分注意し、事故が発生
した場合、一切の責任を負うこと。 

 
６．作業時の服装 

 作業服は常に清潔な制服を着用し、胸部に名札をつけること。 
 

７．作業等の注意事項  
１）作業の実施にあたり、受託者が備品・器具等を破損し又は破損個所を発見した 

場合は直ちに委託者に報告し、指示を受けること。  
２）盗難及び火災の発生に注意し作業が終了した時は、戸締りを確認すること。作業

員は品位を保ち職員等に対して不快感を与えるような言動をしないこと。 
 

８．諸材料その他  
業務に伴い必要となる光熱水費は、委託者が負担すること。 
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第２節 非常用発電設備点検業務 
１．点検対象機器  

非常用発電機 １式 
 

２．機器仕様 
１）名称      ディーゼル発電装置  
２）型式      ＺＸ１７５Ｐ９Ｂ（屋内）  
３）能力      出力 １５０ｋＶＡ＊３相＊４極  

４２０Ｖ、２０６Ａ 
 

３．業務内容  
１）発電機 (1 回/年) 

目視点検及び清掃、端子部締付確認を行い、損傷や端子の緩みの有無を確認  
２）搭載盤 (1 回/年) 

（１）盤内目視点検及び清掃を行い、損傷などの異常の有無を確認  
（２）静止時点検（絶縁抵抗測定）及び作動点検（保護連動試験、始動停止試験）

を行い異常の有無を確認。また、運転確認（無負荷）を実施し、運転中にお
ける電圧、周波数などについての異常の有無を確認  

３）ディーゼルエンジン (1 回/年) 
（１）外観点検及び清掃、各部締付確認を行い、損傷の有無や各部締付部の異常の

有無を確認  
（２）運転確認（無負荷）を実施し、運転中における各部温度及び圧力の異常 の

有無の確認  
４）始動用蓄電池及び充電器 (1 回/年) 

始動用蓄電池の点検（セル電圧・端子温度・内部抵抗測定）及び清掃を行い、異
常の有無を確認  

５）模擬負荷試験 (1 回/年) 
定格の７０％以上の模擬負荷を与え、試験を行うこと。 

 
４．作業時の服装 

 作業服は常に清潔な制服を着用し、胸部に名札をつけること。 
 

５．作業等の注意事項  
１）作業の実施にあたり、受託者が備品・器具等を破損し又は破損個所を発見した 

場合は直ちに委託者に報告し、指示を受けること。 
２）盗難及び火災の発生に注意し作業が終了した時は、戸締りを確認すること。作業
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員は品位を保ち職員等に対して不快感を与えるような言動をしないこと。 
 

６．諸材料その他  
業務に伴い必要となる光熱水費は、委託者が負担すること。 
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第３節 無停電電源装置、可変速装置点検業務 
１．点検対象機器  

１）無停電電源装置               １式  
（１）整流器盤                 １面  
（２）インバータ盤             １面  
（３）蓄電池盤                 １面  

２）１号炉誘引送風機用可変速装置 １式  
３）２号炉誘引送風機用可変速装置 １式  

 
２．機器仕様 

１）無停電電源装置  
（１）整流器盤 

 ①型式 整流方式 三相全波、冷却方式 自冷  
②交流入力  三相、50Hz、420V、MAX 約 21kVA  
③直流出力  充電電圧 120.4V、保護充電電圧 115V、電流 120A、  

垂下電流 144A 以下、垂下設定 126A 
（２）インバータ盤  

①過負荷耐量 150%  
②DC/AC 効率 80%以上 

 ③冷却方式 風冷  
（３）蓄電池盤 

①型式 制御弁式鉛蓄電池 FVL-150  
②容量 150Ah/10HR  
③セル数 54 セル（54 個） 

２）１,２号炉誘引送風機用可変速装置  
（１）インバータ ＶＴ２４０Ｓ−２００Ｈ  
（２）コンバータ ＣＶ２４０Ｓ−２００Ｈ  

 
３．業務内容  

１）無停電電源装置（1 回/年） 
（１）整流器盤  

①現状点検  
②盤上側面、内面、取付器具、自動制御部の清掃  
③装置全般の締付け  
④制御盤外観検査  
・盤内外検査 
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・器具電線等の破損、変形、変色  
・取付器具の振動、異音、異臭の有無  
・通風孔に塵埃等が付着していないか  

⑤AC-DC 間、AC-E 間、DC-E 間の絶縁抵抗測定  
⑥垂下電流 ・均等充電に入れ、整流器出力電流の値を盤メータにて読む  
⑦無負荷運転にて電圧調整範囲を測定  
⑧直流電圧計について計器試験を行う  
⑨負荷電圧保障装置  

・各段毎の電圧降下及び、ハイ・ロー、リレーの動作値確認 
⑩シーケンステスト  

・模擬故障による保護連動の確認を行う  
⑪出力波形の観測 ・整流器出力をシンクロスコープにて観測 

（２）インバータ盤  
①現状点検  
②盤上側面、内面、取付器具、自動制御部の清掃  
③装置全般の締付け 

        ④制御盤外の傷、汚損、錆  
・盤内外の傷、汚損、錆の有無  
・器具電線等の破損、変形、変色の有無  
・取付器具の振動、異音、異臭の有無  
・通気孔に塵埃等が付着していないか  

⑤AC-DC 間、AC-E 間、DC-E 間の絶縁抵抗測定  
⑥起動試験、切替試験 
⑦波形観測  

・シンクロスコープにて波形観測を行う  
⑧電圧特性試験  

・直流入力電圧を変動させ、出力電圧、周波数、出力電流を測定  
⑨警報試験  

・模擬故障による保護運動の確認を行う  
⑩最終確認  

・定常運転に復帰させ、運転状況を確認する 
（３）蓄電池盤  

①単電池電圧測定  
②蓄電池温度測定  
③内部抵抗値測定  
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２）１,２号炉誘引送風機用可変速装置（1 回/年） 
（１）盤上、側面、内面、取付金具、自動制御部の清掃  
（２）装置全般の締付確認  
（３）制御盤内外観検査  

・盤内外の傷、汚損、錆の有無  
・器具電線等の破損、変形、変色の有無  
・取付器具の振動、異音、異臭の有無  
・通風孔に塵埃等が付着していないか  

（４）絶縁抵抗測定  
・主電源 MCCB（２次−大地間）  
・電動機（−大地間）  
・操作電源 MCCB（２次−大地間）  

（５）交流入力電圧、制御電源電圧測定  
（６）タイマー（４８T、RUNT）の設定値確認  
（７）パラメーター設定値確認  
（８）無負荷運転特性（IM を外し、VVVF 単体にて特性測定）  
（９）シーケンステスト  

・コンバータ故障  
・インバータ故障  
・予備充電渋滞  

（１０）負荷運転特性  
・実負荷にて特性測定 

 
４．作業時の服装  

作業服は常に清潔な制服を着用し、胸部に名札をつけること。 
 
５．作業等の注意事項  

１）作業の実施にあたり、受託者が備品・器具等を破損し又は破損個所を発見した 
場合は直ちに委託者に報告し、指示を受けること。  

２）盗難及び火災の発生に注意し作業が終了した時は、戸締りを確認すること。作業
員は品位を保ち職員等に対して不快感を与えるような言動をしないこと。 

 
６．諸材料その他  

業務に伴い必要となる光熱水費は、委託者が負担すること。 
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第４節 監視装置点検業務  
１．点検対象機器  

１）コントローラ（ADC6000）  
（１）共通設備コントローラ       ２台  
（２）1 号炉設備コントローラ     ２台  
（３）2 号炉設備コントローラ     ２台  

２）監視装置（OPS5000）  
（１）1 号炉用                   １台  
（２）2 号炉用                   １台  
（３）共通設備用                 １台  
（４）リサイクルプラザ用         １台  

 
２．業務内容  

１）コントローラ （１回／年） 
（１）目視点検及び清掃  

①端子、ケーブル、コネクタ等の確認  
②プリント板の実装状況の確認  
③冷却ファンの動作確認  
④冷却ファン、フィルタ清掃 

（２）測定及び試験  
①入力電圧試験  
②出力電圧試験  
③シーケンスプログラムチェック  
④バッテリー有効期限の確認  
⑤立上げ確認  

（３）システム総合  
①バックアッププログラムの照合  
②機能確認  
③システム動作状況の確認 

２）監視装置 （1 回/年） 
（１）１号炉用監視装置  

①システム総合  
・電源電圧測定  
・異音、振動、過熱の有無  
・システム動作確認  
・UPS シャットダウン機能確認  
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・警報機能確認 
②中央演算処理装置  

・異音、振動、過熱の有無  
・冷却ファン動作状況確認  
・各機能確認  
・システムメンテナンス情報確認  
・バックアップデータ作成 

③LCD 装置  
・異音、振動、過熱の有無  
・表示機能確認  

④リレーユニット  
・入出力機能確認  

⑤マウス  
・マウス機能確認  

⑥キーボード  
・キーボード機能確認  
・LED 表示機能確認  

⑦共通項目  
・各部清掃  
・コネクタのプラグイン状況の確認  
・外観点検 

（２）２号炉用監視装置  
以下（１）１号炉用監視装置と同じ  

（３）共通設備用監視装置  
以下（１）１号炉用監視装置と同じ  

（４）リサイクル用監視装置  
以下（１）１号炉用監視装置と同じ 

 
３．作業時の服装  

作業服は常に清潔な制服を着用し、胸部に名札をつけること。 
 

４．作業等の注意事項  
１）作業の実施にあたり、受託者が備品・器具等を破損し又は破損個所を発見した 

場合は直ちに委託者に報告し、指示を受けること。  
２）盗難及び火災の発生に注意し作業が終了した時は、戸締りを確認すること。作業

員は品位を保ち職員等に対して不快感を与えるような言動をしないこと。 
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５．諸材料その他  
業務に伴い必要となる光熱水費は、委託者が負担すること。 
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第４章 建築設備関係点検業務 
第１節 地下灯油タンク漏洩点検業務 
１．検査対象  

地下タンク貯留所  
 

２．タンク数 
 1 基  

 
３．設置許可年月日 

 平成 10 年 9 月 14 日 第 609 号  
 

４．検査期日  
令和 8 年 9 月 14 日までに 1 回  
令和 9 年 9 月 14 日までに 1 回  
令和 10 年 9 月 14 日までに 1 回  
令和 11 年 9 月 14 日までに 1 回  
令和 12 年 9 月 14 日までに 1 回  

 
５．貯留物  

灯油  
 

６．最大数量  
10,000 リットル 

 
７．業務内容  

１）地下タンク内清掃  
２）加圧検査（危険物貯留タンク漏洩機密検査）  
３）マンホールパッキン交換  
４）タンク及び配管の点検  
５）消防へ提出する書類（報告書等）の作成、整理  

 
８．その他注意事項  

受託者は、危険作業を含む為各法令を遵守し業務を遂行すること。また、受託者は、
業務を行う日程調整及び業務を行う日が確定した場合、速やかに委託者へ連絡する
こと。 
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第２節 消防用設備点検業務 
１．点検対象機器及び点検概要  

消防法及びその他の法律等に基づき以下の点検を行うものとする。 
１）消火器具 

設備名称 設備使用 台数 設備点検項目 備考 
消火器 粉末消火器（加圧式）10 型 56 本 1.外観点検  

1)設置状況  
2)表示  
3)薬剤の漏れ点検  
4)安全装置の点検  
5)外観変形、損傷、 

腐食の確認 

1.外観点検 
6 ヶ月/回 

2.機能点検  
1)容器本体、内筒点検  
2)消火剤  
3)押し金具  
4)封板、ﾊﾟｯｷﾝの点検 

2.機能点検  
設置後3 年
以 降 実 施 
抜取点検 

２）屋内・外消火栓設備 
設備名称 設備使用 台数 設備点検項目 備考 
屋内・外
消 火 栓
設備 

･屋内消火栓ﾎﾟﾝﾌﾟﾕﾆｯﾄ(FP-1) 
65φ*300L/min*53m*7.5kW 
*400V  
･操作盤  
･呼水装置  
･消火水槽(5.2 ㎥)  
･消火用補給水槽(ET-1)1 ㎥ 
･消火栓箱 2 号消火栓  
･常用電源 

1 台  
 
 
1 面  
1 式  
1 基  
1 基  
25台 
1 式  

1.外観点検  
1)水源  
2)電動機制御装置  
3)起動装置  
4)加圧送水装置  
5)呼水装置  
6)配管  
7)消火栓箱 

1.外観点検 
6 ヶ月/回 

2.機能点検  
外観点検と同項目 

2.機能点検 
6 ヶ月/回 

3.総合点検  
1)起動性能  
2)放水圧力  
3)放水量 

3.総合点検 
1 年/回 
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３）泡消火設備 
設備名称 設備使用 台数 設備点検項目 備考 

泡消火設備 ･泡消火ﾎﾟﾝﾌﾟﾕﾆｯﾄ(FP-2) 
100φ*840L/min*76m*18.
5kW *400V  
･泡消火薬剤タンク(FT-1)  
･消火水槽 10.1 ㎥  
･自動起動装置  
･自動警報弁  
･ポンプ操作盤  
･流水検知装置  
･一斉開放弁  
･手動開放弁  
･泡ヘッド  
･ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰﾍｯﾄﾞ  
･圧力スイッチ  
･呼水装置 

１台 
 
 

１基 
１基 
１式 
１基 
１面 
22基 
22台      
22個 
263個 
102個 
1 台  
1 式 

1.外観点検  
1)水源  
2)電動機制御装置  
3)起動装置  
4)加圧送水装置  
5)呼水装置  
6)配管  
7)泡消火剤貯蔵槽 8)
泡消火剤混合装置  
9)ヘッド  
10)自動警報弁  
11)流水検知装置 

1.外観点検
6 ヶ月/回 

2.機能点検  
外観点検と同項目 

2.機能点検 
6 ヶ月/回 

3.総合点検 1)起動性
能 2)一斉開放弁 3)
分布等 

3.総合点検 
1 年/回 

※泡消火設備において実運転（泡消火剤解放試験）は行わないこととする。 
４）自動火災報知設備 

項目 数量 
外観・機能点検 

（6 ヶ月/回） 

総合点検 
（外観・機能含む）

（1 年/回） 
P 型自動火災報知設備    
受信機 P 型 1 級 40 回線  1 面 ○ ○ 
副受信機 P 型 60 回線  1 面 ○ ○ 
差動式分布型熱感知器 95 個 ○ ○ 
差動式ｽﾎﾟｯﾄ型熱感知器  6 個 ○ ○ 
定温式ｽﾎﾟｯﾄ型熱感知器 13 個 ○ ○ 
煙感知器  
（光電式・ﾍﾟｱｱﾗｰﾑ含む） 

118 個 
○ ○ 

発信機 P 型 1 級 26 個 ○ ○ 
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項目 数量 
外観・機能点検

（6 ヶ月/回） 

総合点検  
（外観・機能含む） 

（1 年/回） 
音響装置（電鈴） 27 個 ○ ○ 
表示灯 27 個 ○ ○ 
消火栓起動連動装置  1 式 ○ ○ 
配線点検（絶縁測定）  1 式  ○ 
非常用発電機（150kVA）  1 式 ○ ○ 

５）誘導灯及び誘導標識 

項目 数量 
外観・機能点検 

（6 ヶ月/回） 

総合点検  
（外観・機能含む） 

（1 年/回） 
誘導灯（小型・中型） 50 台 ○ ○ 
配線点検（絶縁測定）  1 式  ○ 

６）防火・排煙設備 

項目 数量 
外観・機能点検 

 （6 ヶ月/回） 

総合点検 
（外観・機能含む） 

（1 年/回） 
P 型防排煙制御設備    
連動操作盤 10 回線 1 面 ○ ○ 
熱感知器（定温式） 6 個 ○ ○ 
ダンパー 3 台 ○ ○ 
シャッター 2 台 ○ ○ 
音響装置（ブザー） 2 個 ○ ○ 
配線点検（絶縁測定） 1 式 ○ ○ 

７）非常用照明 

項目 数量 
外観・機能点検 

 （6 ヶ月/回） 

総合点検 
（外観・機能含む） 

（1 年/回） 
非常用照明（一般） 116台 ○ ○ 
非常用照明（ハロゲン球） 68 台 ○ ○ 
配線点検（絶縁測定）  1 式  ○ 
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２．点検報告 
１）機器点検及び総合点検作業後、法令で定められた点検結果表に基づき提出すること。 
２）消防法で定められた点検報告が必要な年度においては、熱海市消防本部へ点検 

結果を提出、報告すること。 
 

３．遵守事項 
１）業務主任者選任 

（１）作業を円滑に行うため業務主任者を定め、作業の指揮監督にあたらせること。 
（２）受託者は業務主任者を選任した時は、受託者の書式により委託者へ届け出る 

       こと。 
２）安全確保 

作業の実施にあたっては、受託者が事故防止に十分注意し、事故が発生した場合
は一切の責任を負うこと。  

３）作業時の服装 
作業服は常に清潔な服装を着用し、胸部に名札をつけること。 

 
４．作業等の注意事項 

１）作業の実施にあたり、必ず委託者の指示を受けること。 
２）作業の実施にあたり、受託者が備品・器具等を破損し又は破損個所を発見した  

場合は直ちに委託者に報告し、指示を受けること。  
３）盗難及び火災の発生に注意し作業が終了した時は、戸締り及び火気処理を確認 

すること。作業員は品位を保ち職員等に対して、不快感を与えるような言動をし 
ないこと。 

 
５．諸材料その他  

１）業務に伴い必要となる光熱水費は、委託者が負担すること。 
２）業務上必要となる諸材料については、受託者が負担すること。 
３）業務により発生した塵芥等の搬出処理は、委託者の指定する場所にて受託者が 

行うこと。 
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第３節 電動シャッター点検整備業務 
１．業務内容 

業務内容及び結果報告は、一般社団法人 日本シヤッター・ドア協会（旧日本  
シヤッター工業会）の点検報告書様式に準ずるものとする。 

 
２．点検個所 

日本文明シャッター㈱製 
番号 点検個所 寸法（W／H） 数量 
① 工作室 2,930／2,430 1 面 
② 灰積出室 3,540／4,000 1 面 
③ リサイクル施設 3,210／4,000 1 面 
④ リサイクル施設 5,450／4,000 1 面 
⑤ リサイクル施設 4,540／4,000 1 面 
⑥ 汚泥受入室 3,300／4,600 1 面 
⑦ 汚泥装置室 4,000／3,450 1 面 
計   7 面 

 
３．遵守事項 

１）業務主任者選任 
（１）作業を円滑に行うため業務主任者を定め、作業の指揮監督にあたらせること。 
（２）受託者は業務主任者を選任した時は、受託者の書式により委託者へ届け出る 

こと。 
２）安全確保  

作業の実施にあたっては、受託者が事故防止に十分注意し、事故が発生した場合
は一切の責任を負うこと。 

３）作業時の服装  
作業服は常に清潔な服装を着用し、胸部に名札をつけること。 

 
４．作業等の注意事項  

１）作業の実施にあたり、必ず委託者の指示を受けること。  
２）作業の実施にあたり、受託者が備品・器具等を破損し又は破損個所を発見した 

場合は直ちに委託者に報告し、指示を受けること。  
３）盗難及び火災の発生に注意し作業が終了した時は、戸締り及び火気処理を確認 

すること。作業員は品位を保ち職員等に対して、不快感を与えるような言動をし 
ないこと。 
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５．諸材料その他  
１）業務に伴い必要となる光熱水費は、委託者が負担すること。  
２）業務上必要となる諸材料については、受託者が負担すること。 
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第４節 自動扉開閉装置点検業務 
１．業務内容  

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修（平成 25 年版建築保全業務共通仕様書）に 
よる。（点検項目、点検内容は業務別紙 4 を参照） 

 
２．業務範囲  

１）対象自動ドア  
（１）設置場所 エコ・プラント姫の沢プラットホーム  
（２）仕様等 

出口側 
製 造 者         中日本オート・ドア㈱  
形 状         開口 7127 DW1830. 25 *DH3975*4 枚  
駆 動 装 置         GS-2MD2  
ﾒｲﾝｺﾝﾄﾛｰﾗｰ         SKY-G3  
ｻﾌﾞｺﾝﾄﾛｰﾗｰ         ﾏﾙﾁｺﾝﾄﾛｰﾗｰ  
起 動 装 置         赤外線反射ｾﾝｻｰ、押しﾎﾞﾀﾝｽｲｯﾁ  
補 助 ｾ ﾝ ｻ ｰ         光線ｾﾝｻｰ 

（３）点検回数  
年 2 回定期的に行う。 

（４）点検日程  
点検日程の決定については、委託者受託者協議の上決定とする。 

 
３．点検報告 

受託者は点検を行った後、受託者書式において速やかに点検報告書及び修理報告書を
提出すること。 

 
４．遵守事項  

１）安全確保  
作業の実施にあたっては、受託者が事故防止に十分注意し、事故が発生した場合 
は一切の責任を負うこと。  

２）作業時の服装 作業服は常に清潔な服装を着用し、胸部に名札をつけること。 
 

５．作業等の注意事項  
１）作業の実施にあたり、必ず委託者の指示を受けること。  
２）作業の実施にあたり、受託者が備品・器具等を破損し又は破損個所を発見した 

場合は直ちに委託者に報告し、指示を受けること。  
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３）盗難及び火災の発生に注意し作業が終了した時は、戸締り及び火気処理を確認 
すること。作業員は品位を保ち職員等に対して、不快感を与えるような言動をし 
ないこと。 

 
６．諸材料その他  

１）保守点検業務に伴い必要となる光熱水費は、委託者が負担すること。  
２）業務上必要となる諸材料については、受託者が負担すること。  
３）不慮の故障については速やかに対応すること。 
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第５節 ホイスト式クレーン年次点検業務 
１．業務内容  

本業務はクレーン等安全規則第３４条に基づく定期自主検査（年次点検）を行うも
のとする。 

 
２．点検個所  
東洋ホイスト㈱製 
番号 点検個所 設置階数 吊上げ荷重 

1 粗大ごみ受入ｺﾝﾍﾞﾔ不適物除去ﾎｲｽﾄ 1F 0.5t 
2 可燃性粗大ごみﾀﾞﾝﾋﾟﾝｸﾞﾎﾞｯｸｽ不適物除去ﾎｲｽﾄ 1F 0.5t 
3 缶ﾌﾟﾚｽ機用成形品搬送用ﾎｲｽﾄ 1F 0.5t 
4 鉄ﾌﾟﾚｽ機用成形品搬送用ﾎｲｽﾄ 1F 0.5t 
5 不適物荷下用ﾎｲｽﾄ 3F 0.5t 
6 衝撃せん断回転式破砕機保全用ﾎｲｽﾄ 3F 2.0t 
7 ﾒﾝﾃﾅﾝｽ用ﾎｲｽﾄ 3F 0.5t 
8 ﾒﾝﾃﾅﾝｽ用ﾎｲｽﾄ（工作室）2 台 1F 0.5t 
9 ﾒﾝﾃﾅﾝｽ用ﾎｲｽﾄ（減温塔） 4F 1.0t 

10 ﾒﾝﾃﾅﾝｽ用ﾎｲｽﾄ（集じん器） 4F 1.0t 
 
３．遵守事項 

１）業務主任者選任  
（１）作業を円滑に行うため業務主任者を定め、作業の指揮監督にあたらせること。 
（２）受託者は業務主任者を選任した時は、受託者の書式により委託者へ届け出る 

こと。 
２）安全確保  

作業の実施にあたっては、受託者が事故防止に十分注意し事故が発生した場合
は一切の責任を負うこと。  

３）作業時の服装 作業服は常に清潔な服装を着用し、胸部に名札をつけること。 
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４．作業等の注意事項  
１）作業の実施にあたり、必ず委託者の指示を受けること。  
２）作業の実施にあたり、受託者が備品・器具等を破損し又は破損個所を発見した 

場合は直ちに委託者に報告し、指示を受けること。  
３）盗難及び火災の発生に注意し作業が終了した時は、戸締り及び火気処理を確認 

すること。作業員は品位を保ち職員等に対して、不快感を与えるような言動を 
しないこと。 

 

５．諸材料その他  

１）業務に伴い必要となる光熱水費は、委託者が負担すること。 

２）業務上必要となる諸材料については、受託者が負担すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



49 
 

別紙１ 
 

各業務従事者における必要資格等一覧表 
１．ごみ焼却施設 

職名 必要資格及び条件 

統括責任者 

＜必要資格＞ 
（１）ごみ処理技術管理士  

（ただし、旧「ごみ処理施設技術管理者」でも可） 
（２）クレーン特別教育修了者  
＜経験年数等＞  
（１）公共施設のごみ焼却施設運転業務にて班長以上の職務で３年以上

の実務経験を有する者。ただし、その内ストーカー炉の実務経験を
２年以上、ごみと汚泥（下水道汚泥若しくはし尿汚泥）の混焼施設
の実務経験を２年以上有している者とする。  

（２）当該施設の専門技術及び知識を有し、ごみ焼却施設（リサイクル
施設を含む）全般に精通している者。  

（３）委託者と密接な連絡を取り業務を円滑に処理できる者。 

整備員 

＜必要資格＞  
（１）クレーン特別教育修了者（全員）  
（２）ガス溶接技能者（１名以上）  
（３）アーク溶接技能者（１名以上）  
＜経験年数等＞  
（１）機械等の専門技術及び知識を有し、適正に設備機器の保守点検・

整備及び小規模な補修ができる者。  
（２）焼却設備従事者として１年以上の実務経験を有する者。 

班長 

＜必要資格＞  
（１）クレーン特別教育修了者（全員）  
＜経験年数等＞  
（１）当該施設専門技術及び知識を有し、適正に設備機器の運転、操作

及び保守点検ができる者。  
（２）焼却設備従事者として１年以上の実務経験を有する者、又は、こ

れと同等以上の能力があると認められる者。 

運転監視員 

＜必要資格＞  
（１）クレーン特別教育修了者（全員）  
＜経験年数等＞  
（１）適正に当該設備機器の運転、操作及び保守点検・整備等ができる
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者。 

全員 

＜必要資格＞  
（１）ダイオキシン類作業従事者特別教育 
 ※受託者は新規雇用者があった場合、速やかに上記特別教育を新規雇
用者に対し行うこと。 

 
２．リサイクル施設 

職名 必要資格及び条件 

副統括責任者 

＜必要資格＞ 
（１）破砕・リサイクル施設技術管理士  

（ただし、旧「ごみ処理施設技術管理者」でも可）  
（２）クレーン特別教育修了者  
＜経験年数等＞  
（１）公共施設のリサイクル施設にて２年以上の実務経験を有する者。 
（２）班長以上の職務で実務経験を２年以上有する者。 
（３）リサイクル施設に精通し、適正に設備機器の運転操作及び保守 

点検・整備等ができる者。 

班長 

＜必要資格＞  
（１）フォークリフト運転技能者  
＜経験年数等＞  
（１）当該施設専門技術及び知識を有し、適正に設備機器の運転、操作

及び保守点検ができる者。  
（２）リサイクル施設従事者として１年以上の実務経験を有する者、又

は、これと同等以上の能力があると認められる者。 

運転監視員 

＜必要資格＞  
（１）ショベルローダー等運転技能者（１名以上）  
（２）フォークリフト運転技能者（１名以上） 
 ＜経験年数等＞  
（１）適正に当該設備機器の運転、操作及び保守点検・整備等ができる者。

受入・運転
作業員 

＜必要資格＞  
（１）ショベルローダー等運転技能者（１名以上）  
（２）フォークリフト運転技能者（１名以上） 
＜経験年数等＞  
（１）搬入可能物を熟知し、市民および搬入業者に対し適正な対応を行う

ことができる者。 
（２）搬入物に対する「ごみ処理手数料」を適正に徴収することができる者。 



51 
 

３．作業主任者及び取扱い責任者等 

 配置主任者及び取扱い責任者 選任必要人数 

・酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者 
・産業廃棄物焼却施設技術管理士 
・危険物取扱者【乙種４類】 
・特定化学物質等作業主任者 
・高圧ガス製造保安責任者【３種冷凍】 
・２級ボイラー技士 
・第二種電気工事士 
・防火管理者 

１名以上 
１名以上 
１名以上 
１名以上 
１名以上 
１名以上 
１名以上 
１名以上 

※ ３．に掲げた資格は複合資格者を認める。 
※下水道汚泥受入業務に対しては、酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者を必ず選任するこ

と。 
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別紙２ 
 

提 出 書 類 
提出書類 提出期限 備考 

業務責任者選任届 
（業務履歴書を添えること） 

契約締結日から１０日以内  

資格取得者名簿 

統括責任者、副統括責任者、班長について  
→契約締結日から１０日以内  
整備員、運転監視員、受入・運転作業員について 
→契約締結日から３０日以内 

別紙１に示す 
責任者 

作業主任者及び取
扱い責任者配置届出 

契約締結日から１０日以内 
別紙１に示す 
主任者、責任者 

業務従事者名簿 契約締結日から３０日以内  
非常招集体制表 契約締結日から３０日以内  
安全衛生管理 
組織図 

契約締結日から３０日以内 
 

一部再委託（変更） 
承諾申請書 

（業務の一部を他社へ再委託する場合）契約締
結後速やかに提出し、委託者の承諾を得ること 

 

その他委託者が 
指示する書類 

委託者が指定する期日まで  
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別紙３ 
 

日報・月報・年報及び随時報告書等 
１．ごみ焼却施設報告書 

種類 報告書名 様式 提出頻度 

日報 

ごみ焼却施設運転管理日報 指定様式なし 毎日 
焼却炉運転データリスト（DCS） DCS より 毎日 
焼却施設現場日常点検表【夏季】 指定様式なし 保管のみ 
焼却施設現場日常点検表【冬季】 同上 保管のみ 
排ガス設備現場日常点検表 同上 保管のみ 

月報 

月焼却予定表 指定様式なし 毎月末 
月勤務予定表 同上 毎月末 
点検作業予定表 同上 毎月末 
点検作業実績表 同上 毎月５日まで 
焼却炉運転データリスト（DCS） DCS より 毎月５日まで 
薬品等入出庫管理表 指定様式なし 保管のみ 
ごみクレーン点検表 同上 毎月５日まで 
灰クレーン点検表 同上 毎月５日まで 
地下タンク残油量測定値記録表 同上 保管のみ 

年報 
焼却炉運転データリスト（DCS） DCS より 毎年 
１２ヶ月オイル交換実施表 指定様式なし 保管のみ 

随時 

空気圧縮機点検表 指定様式なし 点検実施後 
送風機点検実施表 同上 同上 
ごみ汚水噴霧記録表 同上 噴霧完了後 
水中ポンプ絶縁抵抗測定表 同上 点検実施後 
清水ポンプ点検実施表 同上 同上 
中水ポンプ場点検表 同上 同上 
非常発電機点検日誌 同上 同上 
固着防止運転実施表 同上 固着運転完了後 
グリス給油実施表（１ヶ月） 同上 保管のみ 
グリス給油実施表（２ヶ月） 同上 保管のみ 
グリス給油実施表（４ヶ月） 同上 保管のみ 
グリス給油実施表（６ヶ月） 同上 保管のみ 
グリス給油実施表（クレーン２ヶ月） 同上 保管のみ 

 



54 
 

 光化学オキシダント警報実施表 指定様式なし 警報発令後 
停電発生報告書 同上 停電発生後 
修繕依頼書 同上 故障等発生後 
汚泥受入れホッパ定期自主検査表 同上 点検実施後 
汚泥受入作業硫化水素等測定記録表 同上 保管のみ 

 
２．リサイクル施設 

種類 報告書名 様式 提出頻度 

日報 

ﾘｻｲｸﾙ施設運転管理日誌 指定様式なし 毎日 
ﾘｻｲｸﾙ施設連動運転記録表 同上 同上 
計量記録日報 計量ｼｽﾃﾑより 同上 
ごみ処理手数料徴収日報 同上 同上 

月報 

点検作業予定表 指定様式なし 毎月末 
点検作業実施表 同上 毎月５日まで 
ﾘｻｲｸﾙ関連施設点検等報告書 同上 保管のみ 
ﾘｻｲｸﾙ施設運転月報 同上 保管のみ 
ﾘｻｲｸﾙ施設給排水ﾊﾞﾙﾌﾞ等保守点検表 同上 保管のみ 
ﾘｻｲｸﾙ施設保守点検表（毎日） 同上 保管のみ 
ﾘｻｲｸﾙ施設計器等点検月報 同上 保管のみ 
ﾘｻｲｸﾙ施設潤滑油等補充・交換記録表 同上 保管のみ 
灯油使用台帳 同上 保管のみ 
ﾘｻｲｸﾙ施設運転実績 同上 保管のみ 
ﾘｻｲｸﾙ施設保守点検表（毎月・隔月） 同上 保管のみ 
ﾘｻｲｸﾙ施設潤滑油交換台帳 同上 保管のみ 
温水洗浄器保守・定期点検表 同上 保管のみ 
ﾘｻｲｸﾙ施設ﾎｲｽﾄ保守点検表 同上 年度末 

随時 圧力容器自主検査点検表 指定様式なし 点検後 
※ ﾘｻｲｸﾙ施設において修繕依頼がある場合は、ごみ焼却施設報告書内の修繕依頼書を使用 

するものとする。 
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別紙４ 
 

物価変動に基づく業務委託費の改定 
 
１．業務委託費の改定(物価変動に基づく改定) 

運営期間中の物価上昇率等の変動可能性のある経済要素については、原則次の考え方
に従う。 

（１）必要に応じて委託者又は受託者の申し出により翌年度の委託料へ反映させるこ
とができる。この場合、委託者若しくは受託者から文書を発出することで申し
出を行うこととする。 

（２）申し出及び変動要素の見直し作業は、翌年度の業務委託費を設定（予算計上）
する 10 月に行うことができる。 

（３）変動要素の見直しに関して、初回は初期値に対して、以降は原単位のそれぞれ
の直近の見直し後の数値に対して測ることとする。 

（４）変動要素の見直し時点から、実際の業務委託費が支払われる時期までに大幅に
乖離が生じた場合、委託者と受託者は、協議により変動要素の見直しをするこ
とができる。 

 
２．見直しに係る評価指標(以下「インデックス」という。)は、下表に示すとおりとす

る。初回改定時の基準額は、本契約額とする。 
 

表１．見直し対象とするインデックス 
対象費用 インデックス 備考 

ＣＡ：人件費相当額  政府統計の総合窓口（e-
Stat）に掲載の毎月勤労統計
調査 賃金指数の調査産業計
（5 人以上指数及び入離職率
表（合計） 所定内給与） 

前年度の 9 月から今年度の 8
月までの年平均値。ただし、
10 月 1 日時点で全てのデータ
が公表されていないときは、
公表されているデータの平均
値とする。 

ＣB：その他の委託費
（委託費のうちＣＡを
控除した額） 

日銀調査統計局による「消費
税を除く企業向けサービス価
格指数/自動車整備・機械修
理/機械修理」 

前年度の 9 月から今年度の 8
月までの年平均値。ただし、
10 月 1 日時点で全てのデータ
が公表されていないときは、
公表されているデータの平均
値とする。 
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３．見直しの方法 
見直しの対象となるインデックスの比率を算定する。このとき価格指数比に小数点第 4

位未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てる。 
算定されたインデックス比をもとに下記の算定式をもとに改定額を算定する。なお、具

体的な改定方法、見直す対象費用については下表に示すものとする 
 

表２．人件費の見直し額の算定方法 
対象費用  見直し額の算定式 

ＣＡ：  
人件費相当額 

第１回目の改定 
令和７年度の賃金指数(令和６年 9 月から令和７年 8 月の平均値。

以下同じ。)を基準値とし、令和 t 年度における賃金指数と基準値との
差が 3％を超える場合には、委託者又は受託者により委託料の改定に
係る申し出を発出し、双方協議を行うことができる。 

改定は、以下の算式により、物価変動をそれ以降の年度の委託料に
反映させる。 

 
｜(Ｌｔ／Ｌ1)｜＞3％のときｔ年度の人件費に係る対価を改定するこ
とができる。 
 
・ＣＡｔ＝ＣＡｔ0×(Ｌｔ／Ｌ1) 

ＣＡｔ：当該事業年度の翌年の人件費に係る対価 
ＣＡｔ0：契約書に規定された当該事業年度の人件費に係る対価 
Ｌｔ：事業ｔ年度の支払対象となる前年度(事業ｔ−1 年度 9 月から

事業ｔ年度 8 月)の賃金指数の平均値 
Ｌ1：令和７年度の賃金指数の年平均 

 
第２回目以降の改定 

前回の改定が行われた際(ｔ年度)に基準値との比較に用いた賃金指
数(Lｔ)を新たな基準値とし、その後の年度における賃金指数と基準
値との差が 3％を超える場合には、委託者又は受託者により委託料の
改定に係る申し出を発出し、双方協議を行うことができる。 

改定は、以下の算式により、物価変動をそれ以降の年度の委託料に
反映させる(以降の年度においても同様とする。)。 

 
｜(ＬＣ／Ｌｔ)｜＞3％のときｃ年度の人件費に係る対価を改定する。 
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・ＣＡＣ＝ＣＡｔ×(ＬＣ／Ｌｔ) 

ＣＡＣ：当該事業年度の人件費に係る対価 
ＣＡｔ：事業ｔ年度に改定された当該事業年度の人件費に係る対価 
ＬＣ：事業ｃ年度の支払対象となる前年度(事業 c−１年度 9 月から

事業 c 年度 8 月)の賃金指数の平均値 
 
 

表３．委託費のうち人件費を控除した額の見直し額の算定方法 
対象費用  見直し額の算定式 

ＣB： 
委託費のうち 
ＣA を控除した
額 

第１回目の改定 
令和 7 年 10 月の日銀調査統計局による「消費税を除く企業向けサ

ービス価格指数/自動車整備・機械修理/機械修理」を基準値とし、令
和 t 年度における当該指数（前年度の 9 月から今年度の 8 月までの年
平均値。）と基準値との差が 3％を超える場合には、委託者又は受託者
により委託料の改定に係る申し出を発出し、双方協議を行うことがで
きる。 

改定は、以下の算式により、物価変動をそれ以降の年度の委託料に
反映させる。 

 
｜(Ｘｔ／Ｘ1)｜＞3％のときｔ年度の運営費の対価(人件費を控除)を改
定することができる。 
 
・ＣBｔ＝ＣBｔ0×(Ｘｔ／Ｘ1) 

ＣBｔ：当該事業年度の運営費の対価(人件費を控除) 
ＣBｔ0：契約書に規定された当該事業年度の運営費の対価(人件費を

控除) 
Ｘｔ：事業ｔ年度の支払対象となる前年度の当該指数 
Ｘ1：令和 7 年 10 月の日銀調査統計局による「消費税を除く企業

向けサービス価格指数/自動車整備・機械修理/機械修理」 
 

第２回目以降の改定 
前回の改定が行われた際(ｔ年度)に基準値との比較に用いた当該指

数(Ｘt)を新たな基準値とし、その後の年度における指数と基準値との
差が 3％を超える場合には、委託者又は受託者により委託料の改定に
係る申し出を発出し、双方協議を行うことができる。 
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改定は、以下の算式により、物価変動をそれ以降の年度の委託料に
反映させる(以降の年度においても同様とする。)。 

 
｜(ＸＣ／Ｘｔ)｜＞3％のときｃ年度の運営費の対価(人件費を控除)

を改定することができる。 
 
・ＣBＣ＝ＣBｔ×(ＸＣ／Ｘｔ) 

ＣBＣ：当該事業年度の燃料費に係る対価 
ＣBｔ：事業ｔ年度に改定された当該事業年度の運営費の対価(人

件費を控除) 
ＸＣ：事業ｃ年度の支払対象となる前年度(事業ｃ−１年度 9 月か

ら事業 c 年度 8 月)の当該指数の平均 
 

表４．見直し対象となる人件費及び人件費を控除した委託費の対象 
対象費用 設計書に記載された項目 

CA: 
人件費相当額 

・直接人件費 
 

CB： 
委託費のうち 
ＣA を控除した
額 

・直接物品費（率計上） 
・業務管理費（率計上） 
・業務管理費（積上げ計上） 
・技術経費（率計上） 
・一般管理費 
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